
みなさん、こんにちは。
ゆうちょ銀行の池田でございます。
まず始めに、先日発生した、令和６年能登半島地震、羽田空港衝突事故によりお
亡くなりになられた方々のご冥福を、心よりお祈り申し上げます。また、被災された皆さ
まに心よりお見舞い申し上げますとともに、復旧支援に尽力されている皆さまに深く敬
意を表します。一日も早い復興を心よりお祈り申し上げます。

さて、本日は当行の説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。
また、昨年３月の売出しで、
株主になられた方も多くいらっしゃると思います。
このセミナーを通じて、
当行を、より深くご理解いただければ幸いです。
本日はよろしくお願いします。
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さて、本日皆さまにお伝えしたいことは、

ゆうちょ銀行は、
今まさに、企業価値向上に向け、上げ潮の遡上に入っている、
ということです。
この１年程で世界、そして日本の経済は大きく変化しており、
潮目が変わってきています。
これは当行にとって、絶好のビジネスチャンスであり、
この変化を読み、捉えていくことが、
さらなる株価上昇、利益拡大に繋がります。

ゆうちょ銀行は何を目指していて、そして、今何が起こっているのか。
本日はお話ししたいと思います。

本日のポイントは3点。

まず、ゆうちょ銀行とは何かをお話しします。



それでは早速、ゆうちょ銀行とは何か、紐解いてまいります。
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まずはゆうちょ銀行について、改めてとなりますが、ご紹介させていただきます。
当行を含む、日本郵政グループの歴史は古く、
創業から、時代の変化にあわせ、事業の形を変えて継続しております。

現在、当行は日本郵政グループの1社として、
金融業務を行っており、
下にある通り、規模・信用力などで国内でも最大級の
東証プライム上場企業です。

また、当行のビジネスモデルは、伝統的な銀行のビジネスモデルではなく、
ユニークなビジネスモデルであるということ、
これは成長戦略を語る上でも大きなポイントです。
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私は、ゆうちょ銀行を、あまたある金融機関の中で不可欠な存在とすべく、
とりわけ「地域になくてはならないユニークな銀行」を目指しております。

こちらが当行のビジネスモデルです。
他行とは異なる形態となります。

現在の主たる収益源は２つ、

1つは、右にお示ししているとおり、郵便局ネットワークなどを通じて、
全国のお客さまに様々な金融サービスをご提供し、
手数料をいただくビジネス。

もう1つが、左にお示ししているように、
このネットワークを通じて、お預かりした資金をもとに、
日本国債や海外社債などの有価証券に、投資する資金運用のビジネス。

この大きな2つの柱を日本最大の規模で行っているのが、
ゆうちょ銀行の現在のビジネスモデルで、他行と大きく異なる点です。
これからお話する戦略をご理解いただく上で、非常に重要なポイントとなります。
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手数料ビジネスの基盤となっておりますのは、皆さまにもご利用いただいている、
当行ビジネスモデルのキーである、
郵便局を中心とする、「日本最大のリアル・ネットワーク」です。

全国約24,000という総店舗数は、
全国の銀行の本支店数の総合計を、
大きく上回ります。

加えて、
店舗、コンビニエンスストアなど、
約31,500台のＡＴＭを保有しております。

こちらも、全国を網羅する国内随一のATMネットワークです。
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そして、このネットワークを通じ、
国内のお客さまから資金をお預かりしています。

左のグラフは、
国内の家計部門の預貯金に占める当行のシェアを、
示しています。

ご覧のとおり、
全国の預金シェアの中で約２割を当行が占めており、
右のグラフを見ればメガバンクと比べても最大規模であることがわかります。

また、通常貯金の口座数は、約1億2,000万口座であり、
まさに、全国のお客さまに、ご利用いただいております。

7



次に、もう一つのビジネスモデル、資金運用業務。
ここで当行は本邦最大級の機関投資家として、収益を上げております。

皆さん、ゆうちょ銀行の運用にどのようなイメージをお持ちでしょうか。

かつては、お預けいただいた貯金を原資に、日本国債で運用することで、
安全に安定的な利鞘を得ることができました。

しかしながら、国内で歴史的な低金利環境が続く中、
いつまでもそうした運用では収益をあげ続けることはできません。

当行は、運用の高度化・多様化、国際分散投資を推進し、
収益源泉の多様化を進めてまいりました。

スライドの下部、具体的な数値で見ると、運用を大きく変えてきたことが
更にはっきりと見えます。

民営化時2007年10月時点の運用資産の構成は、国債が約88％、
外国証券は約0.1％しかありませんでしたが、
2023年9月末では、国債の割合が、約17％まで減少し、
外国証券等が、約36％まで増加しております。
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こちらのスライドでは、当行が、資金運用の高度化・多様化に、舵を切った背景を
少し深堀してまいります。

赤い線は、10年もの日本国債の金利です。
日銀のマイナス金利導入以降、
急速に低下し、低金利環境が定着する中、
日本国債に投資を続けていても、
利息を稼ぐことは難しい状況が、続いてきました。

そのため、青い線で金利推移をお示しした、
米国債をはじめとする、日本国債以外の国際分散投資を進めた結果、
緑の線が示す、当行の運用利回りは、何とか踏みとどまって、
厳しい環境下でも安定して収益を創出しておりました。

しかし、その潮目もついに変わる時がやってまいりました。

当行には好転、利益拡大に向け、運用を推し進める絶好のタイミング
だと思っています。

2022年末から段階的に、日本銀行の金融緩和策が一部修正されてきており、
いよいよ円金利上昇、金融緩和の出口模索といったフェーズに入ってきており、
当行には追い風が吹いています。
まさに収益拡大を見込む時がやってきているのです。
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円金利の上昇が与える具体的な収益インパクトについて、こちらをご覧ください。
まず左上の赤い矢印の所ですが、今後は、これまで当行が投資待機資金として保有して
いた現金預け金、現在、全体の約27%に当たりますが、63兆円を段階的に日本国債
などに投資し、収益拡大を目指してまいります。

ここが今後、大きく利益が成長していくところです。

今の預け金のお話は簡単に言えば、今までタンス預金だったものを、
金利が上がってきた個人向け国債を購入するなど、利回りの高い運用を行い、
収益を生み出していくイメージです。

一方、既に保有している日本国債については、
大半が、固定金利債かつ、満期まで保有する想定であるため、
損益への影響はございません。

右側、バランスシートでの観点で申し上げますと、
金利の上昇は、既に保有している国債の評価益を縮小させ、
評価損益に、マイナスの影響が出ることがありますが、
当行の規模、体力、収益力から見て
十分にコントロールができる範囲であります。



このグラフは、有価証券運用から得られる収益を、円金利とそれ以外、
当行ではリスク性資産と呼ぶもの、に分けたグラフです。

これまで、円の金利が低く推移していたため、
緑を赤枠で囲っている円金利資産からの運用収益は減少を続けています。
その一方で、運用ポートフォリオの高度化・多様化を進めたことによって、
薄い青、リスク性資産の運用収益は着実に増加をしており、
緑色の部分の減少を補い、
結果として、棒グラフの高さが大きく変動していない。
言葉を変えれば先ほど申し上げた通り、
安定的な資金運用収益を維持・継続してきましたことを、
ご確認いただけるかと思います。

今後、日本国債の金利上昇を捉え、円金利の運用割合を
反転・拡大させることで、当行の収益はこのグラフのスケールを飛び越えて
大きく増加していくことに注力してまいります。
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当行は、上場後、低金利環境という長いトンネルに入り、
また、長い間、日本国債からの収益に依存している体質でしたが、
発想を転換、そして、パラダイムシフトを迎えました。

皆さまからの大きな期待にも応えていかなくてはと、思っている次第です。

それでは、次に、業績・株主還元について、ご説明いたします。
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こちらは資本政策の基本的な考え方です。

金融機関として財務健全性を確保しつつ、
内部留保を成長投資の原資として活用し、
収益改善、企業価値の向上を図り、利益の拡大に応じて、
株主への利益還元の充実を目指すということです。

先ほどお話しした通り、今後利益を拡大し、
一番上にある株主還元の充実を図ってまいります。
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こちらは、当行のこれまでの業績の推移です。

上場来最高益だった22年3月期が少し突出していますが、
基本的には増益傾向を維持しており、
今期についても、前期比100億円の増益を目指しております。
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配当については、上場来、年50円配当を維持してきました。

現行の中計においては、1つ目の文章にある通り
基本的に利益に応じて配当する配当性向方式とし、
50％の配当性向を基本としております。

23年度は引き続き50円予想としておりますが、
先ほど来、申し上げているとおり、
今後利益を拡大し、
経営の軸として増配に繋げられるよう利益拡大を目指してまいります。
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次に株主優待についてです。
当行では、株主の皆さまの日頃からのご支援に、感謝するとともに、
当行株式への投資の魅力を高め、
より多くの方々に、当行株式を、保有していただくことを目的に、
500株以上保有されている株主の方を対象に
株主優待制度を実施しております。

定時株主総会終了後に発送をする決議通知に、
カタログギフトを同封して、お送りしております。

今後も、皆さまからご意見など頂戴しながら、
ともに成長してまいりたく、引続きのご支援をよろしくお願いします。
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次は、ビジネス戦略でございます。

その前に、簡単に、
当行が今中期経営計画で目指すべき姿を動画でご紹介させていただきます。
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いまご覧いただいたように、中期経営計画は
当行のパーパスや、ミッション、
すなわち、使命を達成するために策定したものです。

18



さきほどの動画の中にあった
5つの重点戦略を進めるための
3つの分野を、成長エンジンと呼んでいます。

最近では、東証から各企業に対し、
「資本コストを意識した経営の実現に向けた対応」のお願いがあったことを受けて、
ROEやPBRといった経営指標も話題に上ることが多くなってまいりましたが、
これも３つのエンジンが効いてきます。
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当行は、3つの成長エンジンを通じて、株価上昇に取り組んでおります。

下に記載がありますが、
「成長戦略」「財務健全性確保」「株主還元の充実」
「経営基盤の強化、事業リスクの低減」などの取り組みにより、
資本効率、具体的にはROEの向上を通じて、株価を上げていく、
企業価値を高めていくということです。

上に絵がありますが、まずはファーストステップとしてROE5％、
次にはそれを上回る更なる向上を目指したいと思います。

こうした考えは、最近話題になっている東証からの要請にも
応えております。

現在の中計は、計画から2年半が過ぎ、今、当行は、
金融環境の変化、前向きな気配を感じて、見直しをしているところですが、
これを踏まえて3つの成長エンジンについて、
ご説明をいたします。
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まず、成長エンジンの1つ目は、リテールビジネスです。
ポイントは、 「リアルとデジタルの相互補完」、「リアルとデジタルの融合」です。

具体的な取り組みを、3つ、ご紹介いたします。
まず、デジタル・キャッシュレスサービス戦略です。
左側、通帳アプリに始まり、2023年2月に家計簿アプリ「ゆうちょレコ」もリリースいたしまし
た。順調に皆さまにご登録いただいております。特に通帳アプリは現在約900万口座ご登
録いただいています。

ご利用いただいている方からは、シンプルでわかりやすい・使いやすいといったお声も
頂戴しており、多くのお客さまの生活に溶け込んでいっているのを、肌に感じています。

通帳アプリなどを通じて、お客さまにさらなる便利なサービスをご提供すると同時に、
アプリを起点に、取引量を増加させ、
役務収益を拡大していくという構想を持っております。

これは日本郵政グループ全体で目指している、「共創プラットフォーム」、
まさにそのものです。
「共創プラットフォーム」というのは、当行が基盤を提供し、プラットフォーマーとなって多様な
企業と連携し、お客さまに幅広いサービスを提供しようという考え方です。
その戦略の第一弾として、この9月に、ソニー銀行との連携をスタートしました。
「ソニー銀行の外貨預金」の広告を、ゆうちょ通帳アプリを通じて配信しています。

こうした次世代機能の投入により、将来の銀行の風景は一新しますし、
当行も前進してまいります。



また、「リテールビジネス」というと近年、金融業界では、
特にデジタルの話題が中心になることが多くなってきました。

ですが、当行はお客さまのデジタルへの感度やニーズが多様であることを考え、
単なるデジタルへの移行ではなく、先程も申し上げた、
当行は「リアルとデジタルの相互補完・融合」を基本方針としています。
まさに、当行の強みである「日本最大のリアル・ネットワーク」が活きてくるところです。

例えば資産形成にもデジタル化の波が押し寄せておりますが、
デジタルだけでは十分なサービスが提供できない部分もあります。
このような場合、リアルの店舗の社員などとのコミュニケーションやサポートで、
できる限り多く「より便利で、お得なデジタルワールド」があることを
体験していただくことが重要です。
デジタル化が進んでも、
対面でのコミュニケーション機会を妨げるものではありませんので、
ぜひ、遠慮なく、ご来店いただければと思います。

また、今月からは新NISA制度も始まりました。
これをきっかけに、
さらに多くのお客さまに当行をご活用いただけますよう
取り組んでまいります。
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このリテールビジネスには、
当行内での業務改革を通じた生産性が向上する結果として、
お客さまの利便性がさらに向上するという側面もございます。

2022年度中に、全直営店で
お客さまご自身で簡単に操作をしていただける、
セルフ型営業店端末、Madotabを、
配備いたしました。

窓口事務の効率化だけでなく、
「急かされることなく自分のペースで取引できるし、
サポート機能もあり、また、困ったときは周りの人が教えてくれるので安心」と
お客さまからもご好評をいただいています。



続いて、成長エンジン２つ目、マーケットビジネスについてです。
ゆうちょ銀行とは、のところでも触れさせていただきましたが、
資金運用業務、マーケットビジネスは、当行ビジネスを支える大きな戦略です。

冒頭申し上げた通り、
日本国債への投資は、今後の当行の収益拡大に
大きく影響すると考えていますが、
一方で、当行の運用収益安定に大きく寄与してきている
リスク性資産についても、引き続き着実に運用していく計画です。

左側がリスク性資産全体、
右側がそのグレーの部分を抜き出したものです。
戦略投資については、市場で自由に売買出来る投資では無いことから、
特に投資開始時点での見極め、
期中のモニタリングなど
きちんとリスクを管理しながら運用しているところです。
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最後に、成長エンジンの3つ目、Σビジネスについてです。

当行は、「多様な枠組みによる地域への資金循環やリレーション強化を通じ、
地域経済の発展に貢献」する、という使命を持つ銀行です。

従来より、ATM提携や事務共同化などに加え、
地域活性化ファンドへの出資などを通じて
地域金融機関と協働で地域へコミットしてきました。

このΣビジネスとは、従来の取り組みを大きく拡大したもので、
エクイティ投資を通じた新しい法人ビジネスです。

まずは、いくつかの投資ビークルを通じて、地域企業へ投資し、
地域金融機関と協働して、経営を支援するとともに
投資先の商品・サービスを、
当行のネットワークを通じて日本全国へ拡販するなどの経営支援を行い、
地域企業並びに地域経済の発展という展望を持っています。

この取り組みは、2024年9月末までを、
パイロット期間と位置付け、体制整備を図っており、将来的には、
日本全国を活性化するビジネスへ、拡大してまいります。

また、全国津々浦々の事業者情報の収集・蓄積・活用を行うための
システムである「Σデータプラットフォームシステム」の開発も決定したところであり、
事業者の資金調達ニーズ等の情報を上手く活用していきます。
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これまで、３つの成長エンジンについてお伝えしてまいりましたが、
当行の存在意義、最近の言葉で言えば、パーパスそのものである
「ESG経営の推進」についても、いくつかピックアップし、お話しいたします。

当行は、取り組むべきマテリアリティと呼ばれる重点課題を
4つ設定しております。

日本全国あまねく誰にでも「安心・安全」な金融サービスを提供、
環境の負荷低減、
地域経済発展への貢献、
働き方改革、ガバナンス高度化の推進 の4つです。

本日は、この中でも最近注目度が高い、
「環境の負荷低減」と、
「人的資本経営」について、

簡単にご紹介したいと思います。
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まず、環境の負荷低減への取り組みです。

当行は、気候変動が、
社会や経済等に深刻な影響を及ぼす重大な課題であり、
金融機関が気候変動に対し担う役割は非常に大きいという認識のもと、

パリ協定の趣意に賛同し、いわゆる温室効果ガスに関する目標として、
2050年ネットゼロと
2030年の中間的な目標を設定しております。

今後も、
環境負荷低減に努めるとともに、

投融資先とのエンゲージメントを通じた、

社会全体のCO2排出量削減の取り組みを後押しする等、

脱炭素社会の実現に貢献してまいります。



次に、人的資本経営についてです。

これまでご説明してきたビジネス戦略の実現を担う大きなカギは、
人財、すなわち、ゆうちょ銀行の社員ひとりひとりが、
その価値を最大限に発揮していくことが、非常に重要なポイントであります。

中央に記載してある通り、①から③の考え方を掛け算して、
人財が「いきいき わくわく」働ける会社にすることが
結果的に企業価値の向上につながると考えています。
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こちらは、具体的な取り組みや目標KPIをお示ししておりますが、
本日はせっかくの機会ですので、ビジネス戦略と絡めて、
人財育成をについてお話ししたいと思います。
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当行は本当にバラエティに富んだ人材が働いており、
新卒採用だけではなく、専門性の高い中途採用者も、
店舗も含めて各組織におります。

絵では、3つの成長エンジン推進に向け、採用や社内育成などいろいろな方法で
強化分野人材の育成を行っていることをお示ししています。

民営化当初は、金融のスタッフは外部採用主体でしたが、
社内での育成も軌道に乗ってきています。

また、多様な人材というと、女性活躍、ダイバーシティとそういった話題が多いですが、
当行は、以前から、人物重視の採用を行っており、
新卒の男女比率は既に半々です。

私も銀行員として長いことやっていますが、他の銀行には見られない、
当行の特徴でもあり、アドバンテージでもあります。

また、銀行としての足取りはまだ16年程度しかありませんので、
日々、みんなで歴史を作っている状況です。
色々な場面で若い人の発言機会が多く、
上席者もきちんとそれを受け止めて議論するなど
活気があるところは当行の良いところだと感じています。
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こうした取り組みが、結果として、社外から高く評価していただいており、

2023年には新たなESGインデックスの構成銘柄に選定されています。
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最後になりますが、
当行の決算情報などの詳しい情報は、
当行のWebサイトや、
本資料の後ろに付けておりますので、ご覧ください。

IR情報サイト内にある、
「個人投資家のみなさまへ」を、クリックいただきますと、
私からのメッセージ動画もございますので、
ぜひご覧ください。

以上が、私からの説明でございます。
ご清聴ありがとうございました。
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